ザイムメン カラ ミタ シリツ ビョウイン ノ ケイエイ コウシ ビョウイン ヒカク ノ シテン カラ by 中嶋 貴子 & 跡田 直澄
嘉庫　嘉悦大学学術リポジトリ　Kaetsu University Academic Repository
財務面から見た私立病院の経営 : 公私病院比較の
視点から












 ～ 公私病院比較の視点から ～ 
 
Financial Analysis of Private Hospitals: 
Comparative Study on Public and Private Hospitals 
 
 
中 嶋 貴 子   跡 田 直 澄 

























































行う場所であり（医療法第 1 条の 5）、うち「公的医療機関」とは、都道府県、市町村、その
他厚生労働大臣の定める者（一部事業組合等地方公共団体の組合、国民健康保険団体連合会、
普通国民健康保険組合、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業協同組合連


















厚生労働省（2015a）平成 26 年度医療施設（静態・動態）調査によれば、2014 年 10 月 1
日現在、全国の病院総数は 8,493 病院である（一般診療所を除く）。このうち、厚生労働省な
どの国立は 329 病院（3.9％）、公立は 957 病院（11.2％）、その他公的が 284 病院（3.3％）、
私立は 5,721 病院（67.4％）であり、私立病院が過半数を占めている。なお、厚生労働省（2015b）
によれば、2014 年 3 月 31 日現在、全国の医療法人数は 50,866 法人であり、このうち特定医


























で、いずれの年にも 67％から 69％を占めている。次に大きいのは、外来収入で 25％から 26％










2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
収入総額 1,758 1,925 2,008 1,788 1,945
（構成比）合計 100% 100% 100% 100% 100%
医業収入（入院収入） 1,177.66 1,306.22 1,351.48 1,235.96 1,324.99
（構成比） 66.99% 67.87% 67.30% 69.12% 68.14%
医業収入（外来収入） 458.33 487.70 524.29 437.36 489.68
（構成比） 26.07% 25.34% 26.11% 24.46% 25.18%
医業収入（その他） 92.10 102.13 101.64 86.35 93.84
（構成比） 5.24% 5.31% 5.06% 4.83% 4.83%
医業外収入 26.89 26.65 24.10 26.45 28.69
（構成比） 1.53% 1.38% 1.20% 1.48% 1.48%
特別収入 2.99 1.85 6.55 2.14 7.44
（構成比） 0.17% 0.10% 0.33% 0.12% 0.38%
他会計負担金・補助金等収入 7.00 11.82 12.66 10.79 14.44
（対総収入額・比率） 0.40% 0.61% 0.63% 0.60% 0.74%
（出所）一般社団法人全国公私病院連盟・日本病院会（2014）より。 
 




与の構成比は 52％から 55％となっている。第二の項目は、材料費で 21％から 24％となって
いる。第三の項目は、経費で 16％から 17％となっている。これらの医業費用で全体の 92％
を占めている。経営努力をするにしても、必要経費的な項目が支出の 9 割を占めているため、
なかなか難しいことが予想できる。設備投資に対する経費である減価償却は 5％から 6％に過
ぎない。医業外費用や特別損失は収入も少ないので、当然支出もそれぞれ 1％から 2％と 1％
未満にとどまっている。 
 











2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
支出総額 1,734 1,865 1,938 1,772 1,887
（構成比）合計 100% 100% 100% 100% 100%
医業費用（給与） 906.02 965.96 1,005.34 974.78 1,025.94
（構成比） 52.25% 51.81% 51.89% 55.01% 54.36%
医業費用（材料費） 392.48 437.65 457.42 365.82 418.37
（構成比） 22.63% 23.47% 23.61% 20.65% 22.17%
医業費用（経費） 298.21 312.30 326.40 287.59 296.34
（構成比） 17.20% 16.75% 16.85% 16.23% 15.70%
医業費用（減価償却費等） 83.56 93.22 94.08 97.50 87.79
（構成比） 4.82% 5.00% 4.86% 5.50% 4.65%
医業費用（その他） 20.15 20.09 19.56 18.70 21.10
（構成比） 1.16% 1.08% 1.01% 1.06% 1.12%
医業外費用 27.13 29.63 26.50 20.92 22.82
（構成比） 1.56% 1.59% 1.37% 1.18% 1.21%
特別損失 6.52 5.71 8.24 6.60 14.86
（構成比） 0.38% 0.31% 0.43% 0.37% 0.79%
（出所）表 1 と同じ。 
 













益比率）と固定資産に対する医業収入の比率の 5 指標で、財務状況を概観してみよう。表 4
に示した、医業収入医業外収入比率は 1.2％から 1.6％の範囲で推移しており、表 1からも、
私立病院の場合、収入のほとんどは本業収入である医業収入で構成されていることがわかる。
医業収入累積医業収支比率でみた累積利益率の推移をみると、2011 年までは順調に伸びてい











2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
医師1人当り医業収入 148.61 112.03 112.86 98.89 104.65
職員1人当り医業収入 13.15 12.05 12.01 10.75 11.25
固定資産医業収入比率 73.40% 74.39% 79.00% 76.96% 72.91%
病床利用率 83.95% 85.28% 85.52% 81.07% 79.79%
100床当り医業収入 1,728.08 1,896.06 1,977.41 1,759.68 1,908.52
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
医業収入医業外収入比率 1.56% 1.41% 1.22% 1.50% 1.50%
医業収入累積医業収支比率 1.60% 3.53% 3.77% 0.87% 3.09%
医業収入累積総収支比率 0.01% 0.03% 0.04% 0.01% 0.03%
医業収入累積補助金含む総収支比率 0.02% 0.04% 0.04% 0.02% 0.04%
固定資産医業収入比率 73.40% 74.39% 79.00% 76.96% 72.91%
（出所）表 1 と同じ。 
 
（出所）表 1 と同じ。 
 


























他会計からの負担金・補助金等の収入の構成比である。公立では 2012 年まで 14％前後あっ
た。財政再建の一環での廃止統合などもあったので、2013 年度には 9.8％まで低下している。




2010年 2011年 2012年 2013年
補助なし医業収入利益の変化率 1.29% 0.13% -0.74% 2.24%
補助あり医業収入利益の変化率 1.12% 0.11% -0.63% 1.44%
医業収入経常収支の変化率 1.12% 0.08% -0.68% 1.87%
医業収入医業収支の変化率 1.20% 0.07% -0.77% 2.56%
一床当り固定資産の変化率 8.27% -1.80% -8.65% 14.47%
（出所）表 1 と同じ。 
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公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立
収入総額 1,646 1,758 1,775 1,925 1,854 2,008 1,890 1,788 1,907 1,945
（構成比） 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
医業収入（入院収入） 1,081 1,178 1,188 1,306 1,236 1,351 1,254 1,236 1,285 1,325
（構成比） 65.7% 67.0% 66.9% 67.9% 66.7% 67.3% 66.4% 69.1% 67.4% 68.1%
医業収入（外来収入） 484 458 505 488 534 524 545 437 543 490
（構成比） 29.4% 26.1% 28.5% 25.3% 28.8% 26.1% 28.8% 24.5% 28.5% 25.2%
医業収入（その他） 40 92 45 102 45 102 49 86 47 94
（構成比） 2.4% 5.2% 2.5% 5.3% 2.4% 5.1% 2.6% 4.8% 2.4% 4.8%
医業外収入 37 27 33 27 34 24 37 26 30 29
（構成比） 2.2% 1.5% 1.9% 1.4% 1.8% 1.2% 1.9% 1.5% 1.6% 1.5%
特別収入 4 3 4 2 6 7 5 2 2 7
（構成比） 0.3% 0.2% 0.2% 0.1% 0.3% 0.3% 0.3% 0.1% 0.1% 0.4%
他会計負担金・補助金等収入 231 7 245 12 251 13 271 11 187 14
（対収入総額・比率） 14.0% 0.4% 13.8% 0.6% 13.5% 0.6% 14.3% 0.6% 9.8% 0.7%
2010年 2011年 2012年 2013年2009年
（出所）表 1 と同じ。 
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 表 8から明らかなように、医師一人当たり医業収入の公私比較では、2012 年以外の全ての
年で、私立病院の生産性の方が公立病院を上回っている。2013 年では、一人当たり 300 万円
も上回っている。ところが、職員一人当たり医業収入で見ると、全ての年で公立病院の生産


















公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立
支出総額 1,912 1,734 1,975 1,865 2,041 1,938 2,097 1,772 2,159 1,887
（構成比） 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
医業費用（給与） 991 906 1,031 966 1,056 1,005 1,098 975 1,143 1,026
（構成比） 51.8% 52.2% 52.2% 51.8% 51.8% 51.9% 52.4% 55.0% 52.9% 54.4%
医業費用（材料費） 437 392 449 438 467 457 468 366 474 418
（構成比） 22.8% 22.6% 22.7% 23.5% 22.9% 23.6% 22.3% 20.6% 21.9% 22.2%
医業費用（経費） 282 298 294 312 307 326 315 288 327 296
（構成比） 14.7% 17.2% 14.9% 16.7% 15.1% 16.8% 15.0% 16.2% 15.1% 15.7%
医業費用（減価償却費等） 127 84 129 93 135 94 137 98 140 88
（構成比） 6.7% 4.8% 6.5% 5.0% 6.6% 4.9% 6.5% 5.5% 6.5% 4.7%
医業費用（その他） 12 20 14 20 18 20 19 19 20 21
（構成比） 0.6% 1.2% 0.7% 1.1% 0.9% 1.0% 0.9% 1.1% 0.9% 1.1%
医業外費用 53 27 51 30 49 26 46 21 47 23
（構成比） 2.8% 1.6% 2.6% 1.6% 2.4% 1.4% 2.2% 1.2% 2.2% 1.2%
特別損失 10 7 7 6 8 8 14 7 9 15
（構成比） 0.5% 0.4% 0.3% 0.3% 0.4% 0.4% 0.6% 0.4% 0.4% 0.8%
2013年2009年 2010年 2011年 2012年
（出所）表 1 と同じ。 
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公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立
医師1人当り医業収入 116.8 148.6 105.0 112.0 105.0 112.9 103.8 98.9 101.7 104.7
職員1人当り医業収入 13.6 13.2 13.3 12.0 13.3 12.0 13.0 10.7 12.7 11.3
固定資産医業収入比率 25.6% 73.4% 28.7% 74.4% 28.9% 79.0% 27.8% 77.0% 25.8% 72.9%
病床利用率 73.8% 84.0% 75.8% 85.3% 75.7% 85.5% 73.9% 81.1% 72.9% 79.8%
100床当り医業収入 1,605.4 1,728.1 1,738.5 1,896.1 1,814.3 1,977.4 1,847.7 1,759.7 1,874.3 1,908.5













2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
公立病院
民間病院
（出所）表 1 と同じ。 
 















（出所）いずれも表 1 と同じ。 
 
財務面から見た私立病院の経営 中嶋 貴子 跡田 直澄 11 
いう経営努力を見出すこともできる。


















公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立
2.28% 1.56% 1.92% 1.41% 1.86% 1.22% 1.98% 1.50% 1.62% 1.50%
-15.19% 1.60% -10.27% 3.53% -9.32% 3.77% -10.29% 0.87% -12.19% 3.09%
-0.17% 0.01% -0.11% 0.03% -0.10% 0.04% -0.11% 0.01% -0.13% 0.03%





固定資産医業収入比率 25.57% 73.40% 28.67% 74.39% 28.88% 79.00% 27.76% 76.96% 25.80% 72.91%
2013年2009年 2010年 2011年 2012年
公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立
補助なし医業収入利益の変化率 -0.31% 1.29% -0.10% 0.13% 0.09% -0.74% 0.20% 2.24%
補助あり医業収入利益の変化率 -2.21% 1.12% 0.33% 0.11% -0.02% -0.63% -2.01% 1.44%
医業収入経常収支の変化率 -0.30% 1.12% -0.10% 0.08% 0.06% -0.68% 0.21% 1.87%
医業収入医業収支の変化率 -0.32% 1.20% -0.09% 0.07% 0.10% -0.77% 0.18% 2.56%
一床当り固定資産の変化率 -3.41% 8.27% 3.58% -1.80% 5.96% -8.65% 9.14% 14.47%
2010年 2011年 2012年 2013年
（出所）表 1 と同じ。 
（出所）表 1 と同じ。 








生労働省医政局長 2014）。実際には、2008 年 4 月から都道府県の認定が始まり、2014 年 10
月 1 日現在では全国で 234 法人設立されている 4)。 
社会医療法人は、基本的には、地域で必要な医療の提供を担う医療法人を優遇するために





















も時系列で会計情報が入手できたのは、長野県の A 法人と B 法人、島根県の C 法人、沖縄
県の D 法人と E 法人の 5 法人である。これらの法人のデータでその経営力を先の 4 側面から
見ていく。 
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収支面 
収入面を表 11の上段に示した 100 床当り医業総収入で見ると、C 病院以外は私立病院と公
立病院の平均よりかなり大きい値となっている。特に、A 病院と E 病院は私立病院平均の 8
から 9 倍近い値となっており、かなり大規模な病院を抱える法人と考えられる。他方、費用
面を同表下段に示した 100 床当り総支出で見ると、やはり C 病院以外はかなり大きく、特に










100床当り医業総収入 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
社会医療法人
A病院 3,270 3,365 3,530 3,539 3,553
B病院 2,029 2,300 2,425 NA NA
C病院 671 739 744 713 720
D病院 2,433 2,562 2,671 2,752 NA
E病院 4,109 4,310 4,276 4,475 4,375
社会医療法人（平均） 2,503 2,655 2,729 2,870 2,882
公立病院（平均） 1,646 1,775 1,854 1,890 1,907
私立病院（平均） 1,758 1,925 2,008 1,788 1,945
単位：百万円
100床当り総支出 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
社会医療法人
A病院 3,233 3,206 3,424 3,531 3,542
B病院 1,003 1,052 1,111 NA NA
C病院 647 684 724 694 709
D病院 2,265 2,313 2,481 2,606 NA
E病院 3,895 4,032 4,108 4,275 4,342
社会医療法人（平均） 2,208 2,257 2,369 2,776 2,864
公立病院（平均） 1,912 1,975 2,041 2,097 2,159
私立病院（平均） 1,734 1,865 1,938 1,772 1,887
（出所）公立病院と私立病院の平均は、表 1 と同じ。 
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 生産性 
設備の有効な利用は収益面にも大きく影響している。まず、資本生産性を表 12に示した病
床利用率で見ると、公立病院では 73％から 76％、私立病院では 80％から 85％である。これ
に対して、社会医療法人では、社会医療法人 C 病院を除いて、92％を超える稼働率となって
いる。また、平均在院日数では、2009 年を除くと、公立病院が 15 日から 16 日、私立病院が











病床利用率 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
社会医療法人
A病院 92.38 96.47 96.53 92.36 87.55
B病院(NA) NA NA NA NA NA
C病院 49.38 32.32 34.02 32.14 31.92
D病院 NA NA 93.23 93.80 NA
E病院 104.09 104.13 102.00 102.60 100.74
社会医療法人（平均） 81.95 77.64 81.45 80.22 73.40
公立病院（平均） 73.84 75.77 75.69 73.88 72.87
私立病院（平均） 83.95 85.28 85.52 81.07 79.79
 単位：日
平均在院日数 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
社会医療法人
A病院 12.4 13.8 13.3 13.3 12.4
B病院 12.3 11.9 11.0 11.1 11.1
C病院 15.7 13.9 14.7 15.0 14.0
D病院 15.4 14.4 14.6 13.9 NA
E病院 10.1 10.0 9.6 9.7 9.7
社会医療法人（平均） 13.18 12.80 12.64 12.60 11.80
公立病院（平均） 17.83 16.15 15.64 15.41 15.21
私立病院（平均） 27.32 19.18 18.06 19.32 18.82
（出所）公立病院と私立病院の平均は、表 1 と同じ。 
 
























医業収入人件費比率 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
社会医療法人
A病院 57.33 55.93 55.93 57.52 57.67
B病院 47.15 44.06 44.48 NA NA
C病院 NA 63.20 63.65 65.49 65.41
D病院 NA NA NA NA NA
E病院 49.96 50.08 50.88 51.53 55.01
社会医療法人（平均） 51.48 53.32 53.73 58.18 59.36
公立病院（平均） 61.73 59.32 58.21 59.44 60.98
私立病院（平均） 52.43 50.95 50.84 55.40 53.76
（出所）公立病院と私立病院の平均は、表 1 と同じ。 
 
16  嘉悦大学研究論集 第58巻第2号通巻108号 平成28年3月 








表 15では、2012 年以外、私立病院は基本的にはプラスで、最近年ではプラス 2.2％となっ
ている。また、公立病院でも近 2 年はプラスでしかも値が大きくなっている。しかし、社会





医業収入経常収支比率 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
社会医療法人
A病院 1.15 4.75 3.00 0.23 0.31
B病院 1.70 9.16 9.02 NA NA
C病院 3.95 8.61 3.11 3.15 1.88
D病院 7.04 9.90 7.29 5.57 NA
E病院 5.27 6.50 4.01 4.43 0.77
社会医療法人（平均） 3.82 7.78 5.29 3.35 0.99
公立病院（平均） -16.21 -11.28 -10.16 -10.80 -13.10
私立病院（平均） 1.59 3.37 3.65 1.18 3.40
（出所）公立病院と私立病院の平均は、表 1 と同じ。 
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4.2 経営力総合比較（公私 VS社会医療法人） 
 社会医療法人の経営力を公立病院および私立病院の経営力と総合的に比較することにしよ





















2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
社会医療法人
A病院 6.77 3.14 -0.37 -0.92 0.33
B病院 -0.97 8.03 -0.01 NA NA
C病院 0.50 0.18 -2.63 0.30 0.03
D病院 41.09 0.58 -0.35 -0.80 NA
E病院 -0.03 0.32 -0.44 0.22 -1.00
社会医療法人（平均） 9.47 2.45 -0.95 -0.30 -0.21
公立病院（平均） -0.31 -0.10 0.09 0.20
私立病院（平均） 1.29 0.13 -0.74 2.24
（出所）公立病院と私立病院の平均は、表 1 と同じ。 
 














































（出所）公立病院と私立病院の平均は、表 1 と同じ。 
 



















































組合連合会）、国保連（国民健康保険団体連合会）（医療法第 31 条）。 
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